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概要：災害発生時において，避難者間で道路の不通箇所や被災者の位置等の避難支援情報の共有は，有用
である．しかしながら，災害時には通信インフラ損壊の可能性があるため，特定の通信手段に依存しない

情報共有手法が求められる．筆者らは，災害時にある通信手段が利用不能となった場合でも情報共有を可

能とするために，セルラ通信，Wi-Fi，LPWA(Low Power Wide Area) 通信等の複数の異種無線通信手段

と DTN(Delay/Disruption Tolerant Network) を用いた避難支援情報共有システムの開発を目指している．

異種無線混合 DTNを用いた避難支援情報共有システムの実現には，災害時の限られた通信機会で情報共

有をするために情報送信優先制御，各通信手段の特性に応じた情報配信手法が必要となる．本稿では，送

信する避難支援情報の種別，データサイズ，宛先，重要度に応じた送信優先度について検討，複数の通信

手段を組み合わせた避難支援情報の配信手法を提案する．避難者，固定中継ノード，災対本部間で異種無

線混合 DTNを用いて避難支援情報を共有したときに避難者の行動に与える影響を確かめるために，避難

行動と無線通信の簡略モデルを構築し，シミュレーション評価にした．この結果，使用する通信手段に応

じた避難支援情報の配信手法は，避難時間短縮に有効であることが確認できたものの，避難支援情報を保

持する避難者が，情報を提供すべき避難者全員に対して情報提供を行えず，置き去りにする課題が存在す

ることが確認された．
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1. はじめに

地震や台風等の災害が発生すると，被災地域を津波や洪

水が襲う可能性があるため，被災者は迅速な避難を要され

る．避難時には，発生した道路陥没や鉄道等の交通網損壊

による移動制限，避難時の混乱が迅速な避難行動を妨げる
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恐れがある．災害時に，避難経路や適切な移動手段を避難

者に伝えることが求められる．

平時のスマートフォン，タブレット等のモバイル端末を

用いた情報共有では，携帯電話基地局やWi-Fiアクセスポ

イントが使用されているが，災害時には，平時と同様に情

報共有ができるとは限らない．災害が発生すると，セルラ

網等の通信インフラが，停電や設備故障により，使用不能

となる可能性がある．東日本大震災では，約 850万軒にお

いて停電が発生し，固定通信網は約 190万回線が被災，携

帯電話基地局は約 29,000局が停止，損壊した [1][2]．また，

避難者が保持するモバイル端末が使用する通信手段は，セ

ルラ通信，Wi-Fi，Bluetooth等と多様であり，避難者が利

用できる通信手段が同一であるとは限らない．そのため，

災害時にも情報伝達が可能なシステムが求められる．

大和田らは，複数のアクセスポイントで構築したメッシュ
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ネットワークを用いて，道路の不通箇所や避難所の受け入れ

状況等の避難支援情報を避難者間で共有すると，避難時間が

短縮されることを示している [3]．西山らは，Wi-FiやBlue-

tooth による端末間直接通信と DTN(Delay/Disruption

Tolerant Network) 技術を用いた災害時情報共有手法を

提案している [4]．これらの手法では，情報共有に用いられ

ている無線 LAN等の通信手段が利用できない場合の代替

案が示されていない．そのため，情報共有に用いる通信手

段が利用不能となると，情報共有が不可能となる．

筆者らは，災害時において情報伝達を可能とするため，

異種無線混合 DTNを用いた避難支援情報共有システムの

開発を目指している．このシステムでは，セルラ網等の通

信インフラが使用不可となることを考慮して，セルラ網や

Wi-Fi，Bluetooth，LPWA (Low Power Wide Area) 通信

等の異種無線通信を併用する DTN を用いて避難支援情報

を共有する．通信可能範囲や通信帯域等が異なる複数の通

信手段を併用することで，通信インフラが損壊している環

境下や避難者が使用する通信手段が多様である環境下で

も，確実な情報伝達を可能とすることを目指す．また，情

報共有を行う通信端末間が常に End-to-Endで接続されて

いるとは限らないため，DTNを用いる．DTNは，他端末

との直接通信ができない場合，通信端末がデータを物理運

搬し，通信可能になるとデータ転送を行う蓄積運搬形転送

(Store-Carry-Forward)技術により，個々の端末の通信可能

範囲を超えた地域にも情報伝達を可能とする技術である．

本稿では，災害時の限られた通信機会で情報共有をする

ために，異種無線混合 DTNを用いた避難支援情報共有シ

ステムの情報送信手法を提案する．避難支援情報を DTN

を介して伝送すると，それによって避難行動が変化する．

それは，DTNでの通信経路にも影響を与え，その後の避

難支援情報の配信にも影響を与える．本稿では，こうした

避難行動，DTN，避難支援情報配信の相互の影響を調べる

ために，避難行動と無線通信の簡略モデルを用いたシミュ

レーションにより異種無線混合 DTNを用いた避難支援情

報配信による避難時間短縮効果を評価する．

以下，2章では災害時の情報共有手法の関連研究につい

て述べる．3章では異種無線混合 DTNによる避難支援情

報共有システムについてその概要と避難支援情報送信手法

について説明する．4章では異種無線混合 DTNによる避

難支援情報共有システムが避難者の行動に与える影響を

確かめるためのシミュレーションモデルを示す．5章でシ

ミュレーション評価と考察をし，6章で本稿をまとめる．

2. 関連研究

災害時，市町村の自治体は，被災状況把握のための情報

収集，情報提供等に，電話や FAX，インターネット，ホワ

イトボードや張り紙，テレビやラジオ，防災スピーカ等を

用いている [5]．しかしながら，災害により通信が途絶した

場合，防災スピーカ，テレビ，ラジオ放送以外の手段が利

用できなくなり，被災者への情報提供や安否確認が困難と

なる可能性がある．そこで，災害情報や安否情報等を伝え

るための代替手段の提案，実証実験が行われている．

大和田らは，NerveNetと呼ばれる避難地域に設置した

アクセスポイントで構成されたメッシュネットワークを介

して，避難者に避難支援情報を提供する手法を提案してい

る [6]．各アクセスポイントをメッシュ接続することで，一

部の無線リンク途絶や外部ネットワークと切断された場合

においても，切断された回線を通らないルートでの回線を

確保することで，途絶耐性を向上させている．彼らは，災

害発生直後に NerveNetを用いて道路の不通箇所や避難所

の受け入れ状況等の避難支援情報を共有すると避難者の避

難完了時間が短縮されることを，ネットワークシミュレー

タを用いて確認している [3]．

西山らはWi-Fiや Bluetoothの機能を有するモバイル端

末を活用したアドホックネットワークを構築し，DTN技

術を用いて情報共有を行う手法を提案している [4]．被災

者が共有したいメッセージや写真等があると，被災者が保

持するモバイル端末は，周辺の避難者が保持するモバイル

端末にアクセスポイントを介さずに直接通信し，メッセー

ジを送信する．また，周辺に通信可能な端末が存在しない

場合は，Store-Carry-Forwardを用いて送信データを物理

運搬する．

他にも，災害時において，通信インフラを用いた手法の

代替手段として，アドホックネットワーク及び，DTNを活

用した情報共有手法が，提案されている [7]．内田らは，都

市部と比較して，通信ノード数が少なくかつカバーすべき

エリアが広い農村部における災害時の DTNのデータ配送

成功率を向上させるために，Wi-Fi，FWA，アマチュア無

線などの複数無線インタフェースの中から災害時のネット

ワーク状況，ノードの動き，メッセージの優先度，ユーザ

のポリシーなどに基づいて使用する無線インタフェースを

決定するコグニティブ無線を用いた情報共有手法を提案し

ている [8]．Fajardoらは，被災者のWi-Fiや Bluetoothの

機能を有する携帯電話を用いた DTNによって画像を収集

して，画像に含まれる内容を検出し，重要な内容応じて情

報に優先順位をつけ，その優先順位に応じて送信するコン

テンツベースの画像優先順位付け技術を提案している [9]．

Twitter，Facebook等の Social Network System (SNS)

には，災害時，負傷者や支援物資の要請に関するタイム

リーな情報が投稿され，これらの情報は，災害時の救援活

動等への活用に役立つとみられている [10][11]．しかしな

がら，これらは通信インフラを介して情報を得る必要があ

り，通信インフラ損壊時には SNSの利用が不能となる．

既に活用されている避難支援情報提供の一例として，国
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表 1 避難支援情報の種別と内容
避難支援情報の種別 情報の内容

被害状況の情報 被害場所を示す道路 ID 等の座標と被害規模を示す符号からなるテキストデータと被害場所を撮影した写真，動画

避難指示情報 避難者の現在地から避難所までの経路を示すデータ等

（道路構造等の地図データは，避難者の通信端末に事前に保存されていると想定）

救助要請の情報 要救助者の位置を示す座標とトリアージ等で示された要救助者の状態からなるテキストデータ

不通道路
情報送信

不通道路認知 
迂回経路をとる

セルラ網 LPWA

災対本部
移動

避難所

LPWAWi-Fi Wi-Fi

Wi-Fi

Wi-Fi

不通道路情報入手 
避難経路提示

最適避難経路把握

図 1 DTN と異種無線通信を併用した避難時情報共有システム

土地理院の被災後空中写真や ITS Japanの通れた道マッ

プなどがあげられる．通れた道マップは，災害発生に伴う

通行可能道路を実際の車両走行実績データを基に地図に示

したものである．これは，災害発生後に，実際に走行して

いる自動車をセンサとして得られたデータ（プローブカー

データ）を用いて，Google Maps等のインターネット上の

地図サービス上に自動的に描画するシステムが実用化され

ている [12]．東日本大震災発生時には，被災地内でガソリ

ンが不足する中，効率的に移動するための信頼できる情報

とした他，支援物資の輸送，重機の輸送において活用され

た [12]．

既存手法の課題として，情報共有が可能か否かは各手法

が用いている無線 LANやセルラ通信による通信手段に依

存しており，その通信手段が使用できない場合の代替の通

信手段が検討されていない．そのため，情報共有に用いる

通信手段が利用不能となると，情報共有が不可能となり，

避難の遅れや被害の拡大に繋がることとなる．

3. 異種無線混合DTNを用いた避難支援情報
共有

3.1 概要

異種無線混合 DTNを用いた避難支援情報共有システム

は，災害発生直後において自治体や消防署等の災害対策本

部（以降，災対本部）と避難する被災者（以降，避難者）

間で，被害状況の報告や避難指示等の情報を伝達すること

を目的とする．これにより，避難者を津波到達時間等の避

難完了期限までに安全に避難させることを目指す．図 1に

システムの概要を示す．

本システムは，災害時の通信設備の損壊や，避難者が持

つ通信手段の多様性を想定して，情報共有には，セルラ通

信，Wi-Fi，Bluetooth，LPWA等の通信可能範囲や帯域等

が異なる複数の通信手段を用いる．また，情報の共有を行

う避難者及び災対本部間の通信が常に End-to-Endで接続

されているとは限らないため，DTNを用いることで通信

切断が発生する場合でも情報共有を可能とする．

本システムは，避難者が保持するスマートフォンやタブ

レット等のモバイル端末と，災対本部に設置されたネット

ワーク機器，避難経路上に存在するネットワーク機器（固

定中継ノード）で構成される．避難者が保持する通信端末

は，セルラ通信，Wi-Fi，Bluetoothのいずれか 1つ以上

の通信に対応していると想定する．災対本部及び，固定中

継ノードに設置されたネットワーク機器は，セルラ通信，

Wi-Fi，Bluetooth，LPWA等の複数の無線通信手段を利用

できると想定する．

避難者，固定中継ノード，災対本部間で交換される避難

支援情報は，道路や家屋等の被害状況の情報，避難指示情

報，救助要請の情報がある．各避難支援情報の内容を表 1

に示す．各避難支援情報は，テキストデータや写真，動画

によるデータサイズの違いや被害現場に到達するまでの時

間や避難完了までにかかる時間等に伴う送信データの許

容遅延，各避難者の状況によって送信データの重要度が異

なる．

3.2 動作概要

モバイル端末を保持する避難者は，破損した道路や渋滞

した道路を発見すると，それを表すテキストデータや写真

等を自身のモバイル端末のバッファやストレージに保存す

る．避難者は，使用可能な通信手段を用いて，周辺の避難

者や固定中継ノードに保存したデータを送信する．避難支

援情報を受け取った避難者は，その情報に基づき，被害状

況の把握や避難経路の変更等の避難行動をする．避難支援

情報を受け取った固定中継ノードは，その情報が既出の情

報であるかや単位時間あたりに得られた情報量等に基づき，

データの取捨選択やデータの集計を行い，受け取った情報

の加工や新たな避難支援情報の生成を行う．その後，地図

情報や避難者の位置分布等に基づきその情報が必要となる

避難者を予想し，その避難者及び災対本部に避難支援情報

情報を送信する．災対本部は，入手した避難支援情報に基

づき，被災地域の被害状況の把握や避難者に対する避難指

示，要救助者の救助等を行う．避難指示は，災対本部から

直接もしくは中継ノードを介して避難者に送信される．
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表 2 各通信手段の伝送速度と伝搬距離
通信手段 最大伝送速度 [bps] 伝搬距離

セルラ（LTE-Advanced/5G） 1G / 20G 約 1km

LPWA (LoRaWAN/Sigfox) 250k / 100 1km – 50km

Wi-Fi (IEEE802.11 a/b/g/n/ac/ax) 54M / 11M / 54M / 600M / 6.9G / 9.6G 約 100m

Bluetooth 2Mbps 約 10m

3.3 異種無線混合DTNによる避難支援情報共有の課題

異種無線混合 DTNよる避難支援情報共有システム実現

には，次の課題がある．

送信優先制御 避難者，中継ノード，災対本部間のリンク

は，常に接続されているわけではない．また，災害時

には避難者，中継ノード，災対本部間の通信機会が限

られる．そのため，限られた通信機会に情報を伝達す

る必要がある．そこで，送信データがテキストデータ

か写真であるかや，被害場所に到達する前に被害情報

を送信できるか等の送信データの種別やサイズ，宛

先，時間的制約，重要度に応じた送信優先制御が必要

となる．

各通信手段の特性に応じたデータ配送 情報共有に使用す

るセルラ通信，Wi-Fi，Bluetooth，LPWA 通信の各

通信手段の帯域や通信可能距離の特性が異なる．表 2

に各通信手段の特性を示す．例えば，LPWAは数 km

程度離れた端末までデータを届けることが可能である

が，帯域幅が狭いためサイズが大きいデータの送信に

は適していない．Wi-Fiは帯域幅が大きく，写真動画

の送信にも適しているが，通信可能範囲が数十m程度

である．そのため，データ配送時には各通信手段の特

性に応じた配送手法が必要となる．

3.4 交換情報の種別，サイズ，宛先，重要度に応じた送信

優先度

端末間で交換する避難支援情報の各種類について，サイ

ズ，宛先，重要度に応じた各避難支援情報の送信優先度を

検討する．

道路や橋等の被害状況に関しては，誰にも共有されてい

ない情報を優先的に送信すべきである．またこれらはテキ

ストデータ等の帯域を圧迫しにくいサイズのデータとして

送信されるべきである．ある避難者によって一度送信され

たデータと同じ場所の被害状況が，複数の避難者から送信

されることが考えられる．一度送信された情報の類似デー

タについては避難者が把握済みである可能性が高いため，

情報の配信は抑制されるべきである．被害場所の写真，動

画は被害状況の直感的理解には有用であるものの，データ

サイズが大きく，帯域を圧迫する．そのため，道路の通行

可否等の被害状況を数値化しテキストデータとして送るこ

とで，送信するデータのサイズを小さくし，かつ被害状況

を把握できるようにする．

避難指示情報は，避難者を避難完了期限までに避難させ

ることを目的として送信するため，避難に時間を要す避難

者に対する情報ほど優先度は高くするべきである．また，

避難者の現在地と避難指示に含まれる被害箇所との関係に

応じて優先度を決定するべきである．全避難者が徒歩で避

難すると仮定した場合，避難所から遠い位置の避難者への

情報は，高い優先度で送信すべきである．また，避難経路

を変更すべき避難者に対しても，高い優先度で送信される

べきである．

3.5 複数の通信手段を組み合わせた避難支援情報の配信

手法

図 2に情報配信手法の概要を示す．避難支援情報は，そ

の情報の内容によって送信すべき位置，範囲が大きく異な

る．図 2において，道路 Aの被害状況の情報は，道路 A

付近に位置する避難者によって生成され，道路 Aを通過す

ると予測される避難者に送信される．避難支援情報の送信

者と，その宛先となる避難者らの端末間の距離の分布は数

m–数 kmと幅広いことが予想される．そのため，通信可能

範囲や通信速度の異なる複数の通信手段を使い分けること

が有用と考えられる．本節では，単純化のため，Wi-Fiや

Bluetooth等の無線 LANと LPWAのみが利用可能な環境

下で，避難支援情報を共有することを想定する．

無線 LANと LPWAの通信可能範囲を基準に，情報共有

に用いる通信は，情報を共有する端末間の距離が数百m以

内の場合は無線 LANのみとし，数 km以上の場合は無線

LANと LPWAを組み合わせて利用する．

Wi-Fi

LPWAWi-Fi

道路Aは 
通行不可道路Aを通って 

避難する

避難経路 
の変更

情報入手後

A

A

移動後 
データを送信

LPWAを使用できる端末の
中から情報の宛先の位置に
基づき代表者を決定

図 2 LPWA とWi-Fi を併用した情報配信手法
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無線 LAN のみを用いて情報共有をする場合，端末間

が直接通信を行う．通信可能範囲外の避難者に対して

は，複数の通信端末を中継し，データを送信する．このと

き，DTNのルーティング手法については既存手法である

Epidemic-Routing[13]や Spray-and-Wait[14]等を用いる．

無線 LANと LPWAを組み合わせて用いて情報共有をす

る場合は，LPWA通信によって情報交換をする端末を限定

する．LPWAは，Wi-Fiと比べると通信可能距離が長い一

方で，非常に帯域が狭いため，送信するデータを限定し，

かつ同じ情報を何度も送信を行わないようにする必要があ

る．そこで，LPWAを使用してデータを送信する際は，同

一の区画内に宛先となる避難者や固定中継ノードが複数存

在する場合，代表者を決定し，代表者にのみ LPWAでデー

タを送信する．その後，代表者は，その情報を宛先となっ

ている他の避難者や固定中継ノードに対して無線 LANを

用いて，データの送信を試みる．

4. 避難行動及び無線通信のモデル化

DTNでは，通信端末の位置分布や移動により，端末間

の通信の可否が変化する．端末間の通信により避難支援情

報を入手した避難者の行動に変化が生じる．この結果，端

末間の通信環境にも変化が生じる．このように DTNを用

いた避難支援情報の配信と避難行動，通信環境の変化は相

互に影響を及ぼし合うため，これらを調べておくことは重

要である．本章では，第 3章で述べた異種無線混合 DTN

を用いた避難支援情報共有システムの情報配信手法が避難

者の行動に与える影響を確かめるために，シミュレーショ

ン評価を行う．交換情報の種別，サイズ，宛先，重要度に

応じた送信優先度の決定についてはより詳細な設計が必要

であるため，今回の評価では配信する情報の種類は一つの

みとした．シミュレーションにあたり，避難中に得られる

避難支援情報を加味した避難者の行動，及び，避難者が所

持する端末間の通信を考慮したモデルを構築する必要があ

る．これらを一度に考慮するとモデルが複雑になる．そこ

で，避難者の行動と端末間の通信を簡略化したセル・オー

トマトンモデルを C言語を用いて実装した．以下，実装し

た避難行動及び無線通信の簡略モデルについて述べる．

4.1 概要

避難者，固定中継ノード，災対本部間で無線 LAN及び

LPWA通信を用いて避難支援情報を共有するときのモデ

ルを構築した．避難者全員は，無線 LANの無線通信機能

を有する端末を所持していると想定する．固定中継ノード

及び災対本部には，無線 LANと LPWA通信の無線通信機

能を有するネットワーク機器があると想定する．モデルで

は，地震発生直後に，避難経路内のある一箇所が道路陥没

により寸断された環境下で，1箇所の避難所へ複数の避難

②

②移動

避難所セル

道路寸断部を 
把握した避難者

道路寸断部情報を 
未入手の避難者

道路寸断部

①

①経路決定

①経路決定後 
②次のセルに移動

移動先セルが満員
時は移動しない

図 3 セル・オートマトンモデルにおける避難行動

者が徒歩で向かう場合を考える．本モデルで共有する情報

は，道路寸断情報のみとする．道路寸断情報は，寸断され

た道路箇所と通れないことを示す符号からなる小サイズの

データであるものとする．

本モデルでは，道路と交差点を連続するセルの集合とし

て定義する．1つの道路に並ぶセルの数を道路長とし，1つ

のセルに入ることができる最大避難者数を設ける．固定中

継ノードは，各交差点に設置可能とする．各固定中継ノー

ドが稼働しているか否かは，設定する災害の規模により決

定する．また，災対本部は，避難所に設置され，災害規模

によらず常時稼働しているものとする．各タイムステップ

で，避難者は避難経路の決定，移動，通信の順に行動する．

まず，避難者はセル間を移動する．避難者は道路寸断情報

を保持していると，通信可能範囲 Rwlan 内の避難者と固定

中継ノードにその情報を通知する．固定中継ノードは，通

信可能範囲 Rwlan 内の避難者に加え，Rlpwa 内の固定中継

ノードに情報を通知する．無線 LANを用いたDTNのルー

ティング手法には，Epidemic-Routingを採用した．すな

わち，情報を保持する避難者は避難中にすれ違った全ての

避難者に対し，情報を送信する．情報を受け取った避難者

は同様にすれ違った避難者に情報を送信しながら，避難所

へ向かう．

4.2 避難行動のモデル

避難者の初期位置は，一様乱数を用いて決定される．避

難者は災害発生後，道路及び交差点のセル間を移動し，避

難所へ向かう．1タイムステップあたりに移動するセル数

は，最大 1セルである．セル・オートマトンモデルにおけ

る避難者移動の概要を図 3に示す．各避難者は，各タイム

ステップで，自身の保持する情報に基づき現在位置から避

難所までの避難経路を決定する．その後，避難者は決定し

た避難経路に沿って移動する．ただし，移動する先のセル

に存在する避難者数がそのセルに入ることができる最大避

難者数に達している場合，避難者は現在いるセル内に留ま

る．災害発生直後，各避難者は避難所までの最短経路の情
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固定中継ノード

道路寸断部情報を 
保持する避難者は 
他避難者に情報を通知

LPWA

無線LAN

通知者の通信範囲外に
いるため情報入手不可

避難者

図 4 セル・オートマトンモデルにおける無線通信

（Rwlan = 2，Rlpwa = 20 のとき）

報のみを保持しており，その最短経路を利用して避難所へ

向かう．避難中に道路寸断部に到達した避難者は，寸断さ

れた道路箇所を記憶し，道路寸断箇所から道路を引き返し，

迂回する．避難者は道路寸断情報を入手すると，道路寸断

箇所を回避する避難所までの最短経路を求め，その経路に

従って移動する．

4.3 無線通信のモデル

セル・オートマトンモデルにおける無線通信の概要を図

4に示す．DTNを用いて道路寸断情報を共有する際，情報

を保持している避難者は，通信端末の通信可能範囲内に他

の避難者，もしくは固定中継ノード，災対本部が存在する

と，通信端末に直接接続し，情報を送信する．

モデルでは，各タイムステップで，迂回中の避難者が，道

路寸断情報を自身の位置から Rwlan セル内の避難者に通知

する．Rwlan は通知可能なセルの範囲であり，通信端末の

通信可能範囲を表す．Rwlan = 1の時，自身のいるセルと

隣接セルにいる他の避難者に通知可能となる．Rwlan = 2

の時は，自身のいるセルと隣接セルにいる他の避難者，2

つ隣のセルにいる他の避難者に通知可能となる．この通知

を受け取った避難者は，受け取ったタイムステップと同じ

タイムステップ内において，自身の位置から Rwlan セル内

の他避難者に受け取った情報を通知する．道路寸断箇所の

情報を保持する避難者は，寸断部を回避した避難経路で移

動すると同時に，各タイムステップごとに受け取った情報

を自身から Rwlan セル内の他避難者に通知する．

固定中継ノード及び災対本部は，無線 LAN に加え，

LPWA通信も使用する．固定中継ノード及び災対本部は，

周辺避難者から道路寸断情報を受け取ると，周辺の情報未

入手の避難者及び固定中継ノード，災対本部に対し，情報

を送信する．周辺の避難者に対し，情報を送信する際は，

無線 LANを用いて，避難者の通信端末に直接接続し，情

報を送信する．固定中継ノード，災対本部に対して，情報

を送信する際は，LPWA通信を用いて情報を送信する．

モデルでは，固定中継ノードは，情報を避難者から受け

表 3 シミュレーションパラメータ
パラメータ 値

1 つのセルの大きさ 2.0 m 四方

1 つのセルに存在できる最大避難者数 4 人

シミュレーションエリア内の避難者数 300 人

避難者の移動速度 1.0 m/sec.

無線 LAN の通信可能範囲 Rwlan 1–10 セル

LPWA の通信可能範囲 Rlpwa 500 セル

1 タイムステップあたりの時間 2.0 sec.

シミュレーション時間 50 min. ( 1500 タイムステップ )

取ると，受け取ったタイムステップと同じタイムステッ

プ内において，自身から Rlpwa セル内の固定中継ノード及

び災対本部に，受け取った情報を通知する．その後，同タ

イムステップ内で，自身から Rwlan セル内に位置する避難

者に，道路寸断情報を通知する．道路寸断情報を保持する

固定中継ノードは，各タイムステップにおいて，自身から

Rwlan セル内の避難者に情報を送信する．各固定中継ノー

ドは，LPWA通信を用いた道路寸断情報の送信は一度しか

行わない．また，固定中継ノードは，1タイムステップ内

で LPWA，無線 LANの両方を用いた情報の送信が可能と

する．

本モデルでは，モデルの複雑化を防ぐため，パケットロ

ス，構造物等の影響による電波減衰は考慮しない．

5. シミュレーション評価

異種無線混合 DTNを用いた避難支援情報共有システム

が避難者の行動に与える影響を確かめるために，第 4章で

述べた避難行動シミュレーションにより，避難者全員の避

難完了に要する時間に与える影響を評価した．DTNを用

いて道路不通箇所の情報共有を行った場合と，情報共有を

行わなかった場合，全避難者が最適経路を用いて避難した

場合のシミュレーション結果を比較し，異種無線混合DTN

を用いた避難支援情報共有の有効性を考察する．

5.1 シミュレーションシナリオ

図 5に本シミュレーションのシナリオを示す．道路 17

本と交差点 12 箇所からなる 1.2 km×0.8 km の領域でシ

ミュレーションを行った．道路寸断部は，避難所近くの道

路上とした．本シミュレーションのパラメータを表 3に示

す．1つのセルの大きさは，2.0 m四方とした．避難歩行

密度は 1 人/m2 とするため，1つのセル内に入れる避難者

数は 4人とした [15]．避難者の移動速度は 1.0 m/sec.とし

た．これは，地震発生後の避難可能距離算出時に用いる値

と同値とした [16]．1タイムステップの長さは，2.0 sec.と

した．シミュレーションエリア内に配置する避難者数は，

300人とした．各タイムステップで移動する避難者の順序

はランダムとした．

比較のため，シミュレーションは以下の 3つのシナリオ

で行った．
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道路寸断部 避難所

200セル

固定中継ノード

Rlpwa = 500

寸断部から200mの位置
の固定中継ノード

寸断部から500mの位置
の固定中継ノード

セル

図 5 シミュレーションシナリオ

(a) DTN利用時: DTNによる情報共有を行い，避難者は

道路寸断情報を入手した後に迂回路を使用して避難

(b) 非情報共有時: 情報共有を行わず，避難者は自身が道

路寸断部に到達した後のみ迂回路を使用して避難

(c) 全避難者情報把握時: 全避難者が事前に道路寸断部を

把握しており，被災直後から道路寸断部を避けた経路

を選択

シミュレーション時間は 1,500タイムステップ（50min.）

とし，シミュレーション回数は各条件で 10,000回行った．

(a) DTN利用時のシミュレーションにおいて，避難者が保

持する通信端末の通信可能範囲 Rwlanは，2，5，10セルと

した．固定中継ノード及び災対本部が使用する LPWA通

信の通信可能範囲 Rlpwa は，500セルとした．

DTN利用時のシミュレーションでは，以下の 2つのシ

ナリオをシミュレーションした．

(A) 避難者が保持する通信端末のみを用いて避難支援情

報を共有する場合

(B) (A)に加えて，固定中継ノード，災対本部間で，避難

支援情報を共有する場合

(B) 避難者，固定中継ノード，災対本部間で情報共有す

る場合は，固定中継ノード設置位置を以下のように設定

した．

(i) 各交差点に固定中継ノードを配置した場合

(ii) 道路寸断部から 200m以内の交差点にのみ固定中継

ノード設置した場合

(iii) (iii)に加え，道路寸断部から 500m以内の交差点に

固定中継ノード設置した場合

(i) の場合では，固定中継ノードが災害により故障している

ことを想定し，各試行において各固定中継ノードが全く動

作しない確率（故障率）を与えることとし，故障率が 0.0，
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(c) 全避難者 
　　 情報把握時

(b) 非情報共有時

(a) DTN利用時

Rwlan = 2
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Rwlan = 4
Rwlan = 8

全避難者の避難完了に要した時間 [x103sec.]
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図 6 避難者間の直接通信と DTN を用いたときのシミュレーショ

ン結果

0.2，0.5，0.8，1.0の場合においてシミュレーションした．

故障の有無は各試行の開始時に判定し，その後稼働状態は

変化しないものとした．

5.2 評価指標

本システムが避難者の避難完了時間に与える影響を確認

するため，シミュレーションの評価指標は，シミュレーショ

ンエリア内の全避難者が避難完了するまでに要した時間の

累積分布とした．全避難者の避難完了時間が短いほど，良

い結果となる．

5.3 端末間直接通信とDTNを用いたときのシミュレー

ション結果

図 6に，無線 LANによる端末間直接通信を用いたDTN

で避難者間でのみ避難支援情報を共有した場合の各条件に

おけるシミュレーション結果を示す．

シミュレーションの結果，(a) DTN 利用時において，

10,000回行った試行のうち 1–5割で，全避難者が避難完了

するまでの時間が (b) 非情報共有時より 20%短縮され，残

りが 10%短縮されることが確認できた．道路寸断箇所に

向かう可能性のある避難者全員に情報提供されたとき，避

難時間が 20%以上短縮される．避難時間が 20%短縮され

た試行の割合が，Rwlan = 10のときは約 5割，Rwlan = 6

1.2 [km]

0.
8 
[k
m
]

道路寸断部
避難所

寸断部を未把握の避難者が
来る前に道路寸断部付近か

ら離れてしまう

寸断部を把握
した避難者

寸断部を未把握
の避難者 道路寸断情報が得られないため

寸断部へ向かってしまう

図 7 道路寸断箇所を把握した避難者が寸断箇所に向かう可能性の

ある避難者を置き去りにする現象の発生
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寸断部から500m以内の 
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(a-ii)
(a-iii)

図 8 異種混合無線 DTN を用いたときのシミュレーション結果

のときは約 2割，Rwlan = 2のときは約 1割となった．無

線 LANの通信可能範囲 Rwlan が大きいほど，避難時間が

20%以上短縮される試行の割合が大きくなる．シミュレー

ションの避難者のトレースを確認したところ，避難時間の

短縮度合いが小さい場合では，道路寸断箇所を把握した避

難者が他の避難者に情報を伝達する前に寸断箇所から離れ

てしまい，寸断箇所に向かう可能性のある避難者を置き去

りにすること（以降，置き去り現象）が観察された（図 7）．

5.4 異種無線混合DTNのシミュレーション結果

図 8に無線 LANと LPWAを用いた DTNで避難者，固

定中継ノード，災対本部間で避難支援情報を共有した場合

の各条件におけるシミュレーション結果を示す．図 8は，

無線 LANの通信可能範囲 Rwlan を 5セルとした場合の結

果である．

シミュレーションの結果，DTN利用時，稼働している固

定中継ノードが多いほど避難完了時間が短縮される可能性

が高いことが確認された．固定中継ノードが全く稼働して

いない場合，10,000回行った試行のうち約 1割で非情報共

有時より避難時間が 15%短縮された．残りの 9割では避難

時間が約 10%短縮された．全ての交差点に固定中継ノード

を設置したとき，固定中継ノードの稼働率が 20%の場合，

約 4割が避難時間が 15%短縮され，稼働率が 80%の場合，

約 6割が避難時間が 25%短縮され，約 3割が 15%短縮さ

れた．つまり，固定中継ノードの稼働率が高くなることに

より，避難時間が短縮されやすくなった．これは，固定中

継ノードが道路寸断情報を保持し続け，移動する避難者に

情報を提供することで置き去り現象が発生しにくくなるた

めである．また，固定中継ノードを道路寸断部から 200m

以内の交差点のみに設置した場合と，それに加え，寸断部

から 500m以内の交差点に設置した場合はともに，避難完

1.2 [km]

0.
8 
[k
m
]

道路寸断部

避難所

固定中継ノード

避難者が道路寸断情報を 
固定中継ノードから受け取る

避難者

移動距離 ＝ 2.41km(1205セル)移動距離 ＝ 2.41km(1205セル)

移動距離 ＝ 1.60km(803セル)

図 9 避難所から最も離れた位置の避難者の避難経路選択の一例

了時間は避難者の初期配置によらず全ての場合で約 24,000

秒となり，避難時間が非情報共有時より 15%短縮された．

これは，避難所から最も離れた位置から避難を始めた避難

者が，固定中継ノードが設置された位置より手前で道路寸

断情報を入手できず，図 9に示す経路をとった避難者が存

在するためである．これらの結果より，LPWAを用いた固

定中継ノードを用いて避難者により早い段階で，すなわち

避難者の初期位置に近い場所で道路寸断情報を配信するこ

とが有効であることが確認できた．

5.5 考察

(A) 避難者が保持する通信端末のみを用いて道路寸断情

報を共有する場合では，道路寸断情報の共有が避難者の行

動に左右されるため，置き去り現象が見られる場合も観察

された．(B) 避難者，固定中継ノード，災対本部間で，異

種無線混合 DTNを用いて道路寸断情報を共有する場合で
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は，固定中継ノードの配置により，置き去り現象が発生し

ない場合も多く存在した．置き去り現象が発生するか否か

は，稼働している固定中継ノードの位置に依存しており，

固定中継ノードを設置する位置が道路寸断部に近い位置ほ

ど置き去り現象は発生しにくく，避難完了時間の短縮効果

が大きい．そのため道路寸断情報を共有する場合には，道

路損壊が発生しやすい位置に固定中継ノードを置くことが

望ましい．しかしながら，災害時に共有する避難支援情報

は道路寸断情報以外の情報も多くあるため，それらも考慮

した設置位置の検討が必要である．

6. まとめ

本稿では，異種無線混合 DTNを用いた避難支援情報共

有システムの情報送信手法を提案した．提案した手法が有

効かを評価するために，避難行動及び無線通信の簡略モデ

ルを実装し，シミュレーション評価を行った．評価の結果，

使用する通信手段に応じた避難支援情報の配信手法は，避

難時間短縮に有効であることが確認できたものの，避難支

援情報を保持する避難者が，情報を提供すべき避難者全員

に対して情報提供を行えず，置き去りにするといった課題

が存在することがわかった．

今後，情報送信手法の詳細設計を行い，ネットワークシ

ミュレータ Scenargieを用いて避難行動と無線通信の詳細

モデルを構築し，情報送信手法の有効性の評価と課題の解

決について検討する予定である．
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